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とくだねe～講座

第２章 食の安全と消費者の信頼確保、望ましい食生活の推進

１．食の安全と消費者の信頼確保に関する取組

（１）消費者への情報提供

ア．コミュニケーションの推進

食の安全に関する様々な問題が発生し、消費者

の食の安全に対する関心が高まっていることを受

け、北陸農政局においては、消費者を対象に食の

安全に関する基礎的な情報を提供し、参加者相互

に意見交換を行うことを目的とした様々な取組を

行っています。

（ア）消費者グループ等を対象とした出張講座に

よる消費者との意見交換会

北陸農政局では、平成19（2007）年10

月から「とくだねe～講座」を実施してい

ます。これは、食品安全の基礎知識や食

品表示等消費者の関心が高い９つのテー

マについて、消費者の学習の場等に出向

き、説明と意見交換（出張講座）を行う

ものです。25（2013）年度には46回開催

し、1,401人（延べ人数）に参加いただき

ました。

受講者に対し行ったアンケートによると、全てのテーマについて、わかりやすい資料

でより理解が深まったとの回答を多数いただいています。

また、上記講座に加え、消費・安全施策に関する説明会や意見交換会を実施しました。

（157回、4,889名）

（イ）消費者団体との意見交換会

平成14（2002）年に、北陸各県の消費

者団体との間で「ほくりく食と農の消費

者ネット」を構築し、消費者ニーズの把

握と農林水産行政に関する情報の提供に

努めています。

25（2013）年度は、各県において「食

の安全・消費者の信頼確保」（25（2013）

年９月）や「地域農業を担う生産者の取

組」（26（2014）年２月）をテーマに情

報提供し、消費者団体の代表者等と意見

交換を実施しました。参加者からは、表

示は見やすく分かりやすいものであって

欲しい等の意見が出されました。

「食の安全・消費者の信頼確保」をテーマ
とした意見交換会（金沢市）

とくだねｅ～講座のテーマ
①よくわかる食品安全の基礎知識
②よくわかる食品の表示
③気をつけていますか？毎日の食事
④よくわかる農薬に関する安全性
⑤よくわかるＢＳＥと鳥インフルエンザ

⑥よくわかる牛トレーサビリティ
⑦よくわかる有害化学物質と食品安全（重金属編）
⑧よくわかる米トレーサビリティ
⑨ご存じですか？食料自給率
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イ．「消費者の部屋」の取組等

北陸農政局では、消費者に食や農業施策に関するパネルの展示やパンフレットの配付等

を行う専用スペース「消費者の部屋」を庁舎１階に設けております。平成25（2013）年度

は、東日本大震災から２年～被災地の復旧・復興の取組～等17テーマの展示を実施しまし

た。

また、「消費者の部屋」を学習する場とした『北陸農政局「消費者の部屋」とくだねe～

講座』を実施しました。既存のとくだねｅ～講座資料を基に、10講座（現地見学会を含む）

を実施し、15名が受講しました。

さらに、25（2013）年10月５日から６日に、第35回石川県農林漁業まつり（石川県産業

展示館４号館）において「持続可能な農業・農村の創造をめざして」をテーマに、各種パ

ネル展示等を行った（会場へ約10万５千人が来場）ほか、公共施設や各種行事会場におい

て「移動消費者の部屋」（管内44か所）を開設しました。

また、消費者相談窓口を設置しており、25（2013）年度は、米の品質等30件の相談を受

け付けました。相談は、以下の窓口で受け付けています。

区分 電話 ＦＡＸ

北陸農政局 076-232-0206 076-261-9523

新潟地域センター 025-228-5212 025-223-3987

長岡地域センター 0258-27-2011 0258-27-2012

富山地域センター 076-441-9309 076-441-9327

福井地域センター 0776-30-1629 0776-30-1631

「消費者の部屋」の展示風景 第35回 石川県農林漁業まつり展示風景

北陸農政局消費者相談窓口
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（２）食の安全確保

ア．農薬の適正使用、食料の安定供給の確保

（ア）農薬の適正使用の推進

平成25（2013）年６月、県及び市町村の農薬に

関わる担当者を対象として、農薬の適正使用を推

進し、人畜への危害防止や生活環境の保全を図る

ため、新潟県及び環境省と連携して、「農薬の適

正使用に関する自治体担当者研修会」を新潟県

新潟市で開催しました。
に い が た し

研修会では農薬の基礎知識をはじめ、住宅地等

における農薬使用及び公共施設における樹木･雑

草管理について概要を説明し、意見交換を行いま

した。

（イ）病害虫の発生予察及び防除の推進

平成26（2014）年２月、名古屋植物防疫所と連

携し、東海・北陸７県の病害虫防除所職員等を対

象に病害虫の発生予察、防除に関する知見及び技

術の維持向上を目的として、「東海・北陸農政局

管内病害虫同定診断技術研修会」を名古屋植物防

疫所及び名古屋植物防疫所中部空港支所で開催し

ました。

研修会では、名古屋植物防疫所より、喫緊の課

題であるウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイ

ルス）について情報提供を行うとともに、検定方

法（イムノクロマト法、ＬＡＭＰ法）の実習を行

いました。また、輸入植物検疫と都道府県段階で

の国内防疫及び重要病害虫の防除における連携を強化するため、中部空港支所が輸入植物

検疫業務の説明及び現場で発見される病菌についての解説を行いました。

（ウ）無人ヘリコプター防除の安全対策の推進

産業用無人ヘリコプターによる農薬の空中散布については、ほ場の大規模化、生産農家

の高齢化等に対応する、効果的かつ省力的な防除技術として、有効な防除手段となってお

り、年々その利用面積は増えています。

北陸農政局では、各県に対し産業用無人ヘリコプターの安全な運航に向け、事故事例の

原因分析を行い再発防止の徹底を図るとともに、平成25(2013)年４月の「農林水産航空事

業北陸ブロック安全対策会議」（（一社）農林水産航空協会主催）の場等を通じ、安全運

航への意識啓発を行い、安全対策の一層の徹底を図りました。

農薬の適正使用に関する自治体担

当者研修会の様子（新潟県）

東海・北陸農政局管内病害虫同定

診断技術研修会の様子（愛知県）
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イ．農業生産工程管理（ＧＡＰ）の普及推進
ギヤツプ

農業生産工程管理（ＧＡＰ）（以下「ＧＡＰ」という。）は、農業生産活動を行う上で

必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、各工程の正確な実施、記

録、点検及び評価を行う取組であり、食品の安全性向上、環境の保全、労働安全の確保等、

農業経営の改善や効率化につながることが期待されています。

農林水産省では、高度な取組内容を含む先進的なＧＡＰの共通基盤として、「農業生産

工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」を、平成22（2010）年４月に公表

したところです。北陸農政局では本ガイドラインに則したＧＡＰの普及をより促進するた

め、消費・安全対策交付金により地域におけるＧＡＰの普及推進の取組を支援しています。

また、25（2013）年８月、「ＧＡＰの普及推進に関する講演会（管内外のＧＡＰ先進事例

の発表）」を開催し、ＧＡＰの必要性・重要性について周知を図りました。

ＧＡＰの普及推進に関する講演会

ウ．高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫に対する対応

我が国での高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫の発生は平成23(2011)年４月から26(201

4)年３月まで確認されていないものの、中国や韓国をはじめとする我が国の近隣諸国にお

いては、引き続き発生が認められており、家畜伝染病（高病原性鳥インフルエンザ、口蹄

疫等）ウイルスの侵入リスクは依然として高い状況にあります。このため、北陸農政局、

各地域センター等において、家畜伝染病への防疫支援を的確に行えるよう防護服の着脱

訓練等を行いました。さらに、25(2013)年12月には北陸地域における高病原性鳥インフ

ルエンザの発生を想定し、初動時の防疫支援体制を迅速に構築できるようにするため、

北陸農政局全職員を対象にした模擬訓練を行いました。
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エ．牛トレーサビリティ制度の円滑かつ適切な実施

牛トレーサビリティ制度の信頼確保のため、

畜産農家、と畜者、販売業者及び特定料理提供

業者（主として焼肉、しゃぶしゃぶ等を提供す

る専門店）に対する立入検査等を実施しました。

牛の耳標の装着状況や個体識別番号表示等を確

認して、不適正な事例があった場合には、販売

者等に対して改善指導を行いました。

また、と畜直後の枝肉から採取したサンプル

と小売店等で販売されている精肉をDNA鑑定によ

り照合し、個体識別番号が正確に伝達されて

いるかどうかの確認を行いました。

＊ 個体識別番号とは、牛１頭ごとに付けられた10桁の番号。国内で生まれた全ての牛と輸入牛の耳に10桁の個体識別

番号が印字された標識(耳標）を装着することが義務付けられている。この番号により、牛の生産履歴として出生から

精肉等として消費者に販売・提供されるまでの牛個体の識別・管理が行える。また、この番号をインタ ーネットで入

力することにより、牛の出生からと畜までの生産履歴が確認できる。

（http://www.nlbc.go.jp/：(独)家畜改良センター）

オ．ペットフードの安全の確保

平成21（2009）年６月に施行された「愛がん

動物用飼料の安全性の確保に関する法律」は、

犬及び猫用ペットフードの基準・規格の設定、

事業者における帳簿の備付け等を規定し、ペッ

トフードの安全確保を図り、ペットの健康を保

護することを目的としています。

北陸農政局では、北陸４県のペットフード販

売店において立入調査を実施し、本法律の周知

と流通状況の把握を行いました。卸売業者に対

しても立入検査を実施し、法令の遵守指導を行

いました。

カ. 米穀の適正流通確保に向けた取組

(ア）米トレーサビリティ法に係る立入検査の実施

「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（以下「米トレ

ーサビリティ法」という。）については、平成22(2010)年10月に「米穀事業者間における

米穀等の取引等の記録の作成・保存」、23(2011)年７月に「事業者間及び一般消費者への

産地情報の伝達」について施行され、米穀等を取扱う事業者が全て立入検査の対象とな

ることから、米の生産者から小売業者や外食店まで幅広く周知し、同法の適切な実施に

ついて立入検査で確認しています。

食肉販売店への調査（新潟県）

ペットフードの販売店に対する調査

（福井県）
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※

25(2013)年度において、北陸農政局が行った指導件数は243件となっています。

なお、普及啓発については、米穀等を取扱う団体等を対象に127件実施しています。

(イ）食糧法に係る立入検査の実施

食糧法の遵守事項省令に基づいて米穀の出荷販売事業者等が遵守すべき用途限定米穀

の適正流通について、確認するための立入検査を実施しています。

※ 用途限定米穀：加工用米、新規需要米、備蓄米等

(ウ）農産物検査法に係る立入調査の実施

農産物検査制度の適正かつ円滑な運営を図るため、登録検査機関の事務所(171か所)及

び検査場所(1,838か所)を対象に立入調査を実施しています。

平成25(2013)年度において、北陸農政局では３件の改善命令を行っています。

(エ）米穀の流通に関する相談への対応

北陸農政局は、食品の安全性を欠く米穀等の流通防止、適正かつ円滑な流通を確保する

ため、米穀等に関する情報の受付窓口「米穀流通監視相談窓口」を平成23(2011)年から本

局及び管内地域センターに設置しています。

25(2013)年度に北陸農政局に寄せられた米穀等に関する情報は56件で、そのうち「問合

せ」が29件、「情報提供」が26件となっています。

なお、「問合せ」の相談内容については、米トレーサビリティ制度に関するものが大多

数で、「産地情報の伝達に係る取引業者間の伝票の作成や保存」、「米トレーサビリティ法

の対象となる品目」等が主なものとなっています。

また、窓口に寄せられた情報は必要に応じ都道府県等の関係各機関等に提供しています。

「米穀流通監視相談窓口」受付窓口

（注）受付時間：8時30分～17時15分（12時～13時及び土・日・祝日・年

末年始を除く）

電話番号 FAX番号

北陸農政局　消費・安全部流通監視課 076-241-5371 076-244-2466

北陸農政局　消費・安全部業務課 076-241-3151 076-244-2466

新潟地域センター　消費・安全グループ 025-228-5212 025-223-7288

長岡地域センター　消費・安全グループ 0258-27-2011 0258-27-2012

富山地域センター　消費・安全グループ 076-441-9318 076-441-9327 

福井地域センター　消費・安全グループ 0776-30-1628 0776-30-1631

担当部署



- 50 -

小売店舗での表示調査

（３）食品表示の適正化等の推進

ア．食品表示の監視体制の強化

（ア）小売店舗等に対する巡回調査の実施

北陸農政局では、管内各県、(独)農林水産

消費安全技術センター等と連携しながら、年

間計画に基づき日常的に小売店舗、卸売業者

等の中間流通事業者及び製造事業者を巡回

し、陳列販売等されている生鮮食品、加工食

品、有機農産物等の名称や原産地をはじめと

する表示が「農林物資の規格化及び品質表示

の適正化に関する法律」（以下「ＪＡＳ法」

という。）に基づき適正に行われているかど

うかを調査し、不適正表示を確認した場合に

は、是正の指導等を行っています。

平成25（2013）年度において、北陸農政局

が行った指導件数は11件（ＪＡＳ規格を含む）、農林水産大臣が管内の事業者に行った指

示・公表は２件となっています。

（イ）消費者と連携した監視の取組

北陸農政局では、食品表示の一層の適正化を図る観点から、平成14（2002）年度より、

国民から広く食品の偽装表示や疑いのある食品表示に関する情報等を受け付けるための窓

口「食品表示110番」を、本局及び管内各地域センターに開設しています。

25（2013）年度に北陸農政局管内の「食品表示110番」窓口に寄せられた情報のうち、

９割はＪＡＳ法に基づく食品への表示方法等に関する問合せであり、同法違反の疑いのあ

る食品表示等の情報提供は１割となっています。

(注）受付時間：8時30分～17時15分（12時～13時及び土・日・祝日・年末年始を除く）

「食品表示110番」受付窓口

電話番号 FAX番号

北陸農政局　消費・安全部表示・規格課 076-232-4113 076-261-9523 

新潟地域センター　消費・安全グループ 025-229-1010 025-224-1010

長岡地域センター　消費・安全グループ 0258-27-1010 0258-27-2012

富山地域センター　消費・安全グループ 076-441-9310 076-441-9327 

福井地域センター　消費・安全グループ 0776-30-1627 0776-30-1612

担当部署
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イ．関係機関との連携強化

県等関係機関と食品表示に関する意見交換を行うとともに、不適正表示を行っている

事業者に対する処分等の対応を迅速かつ円滑に実施することを目的として、平成20（200

8）年度から、各県に所在する関係機関を構成員とする「食品表示監視協議会」を設置し

ており、25（2013）年度も管内において食品表示制度等をめぐる最近の主要な動きにつ

いて情報共有や意見交換等を行いました(表２－１)。

ウ．食品表示制度に関する普及・啓発活動

事業者を対象に食品表示の適正化を推進

する取組の一環として、管内６か所で「食

品事業者表示適正化技術講座」を開催しま

した(表２－２)。

このほか、事業者や消費者の要請に応じ

て出張講座等を平成25（2013）年度におい

ては、計63回延べ2,295人を対象に実施し

ました。

食品事業者表示適正化技術講座

表２－２ 2013年度における食品表示に関する主なセミナー等の開催状況

表２－１ 各県における食品表示監視協議会の開催状況

内容 開催地 参加者数

食品事業者向けセミナー「食品事業者表示適正化技術講座」
の開催

北陸管内６ヵ所
(新潟市、長岡市、富山市、金沢市、輪島市、福井市）

256人

開催日 構成員

新潟県食品表示監視協議会 2013年5月21日
新潟県、新潟県警察本部、新潟市保健所、農林水産消費安
全技術センター本部、新潟地域センター、長岡地域センター

富山県食品表示監視協議会 2013年10月31日
富山県、富山県警察本部、富山市保健所、農林水産消費安
全技術センター名古屋センター、富山地域センター

石川食品表示監視協議会 2013年7月8日
石川県、石川県警察本部、金沢市保健所、農林水産消費安
全技術センター名古屋センター、北陸農政局消費・安全部

福井県食品表示監視協議会 2013年5月10日
福井県、福井県警察本部、農林水産消費安全技術センター
名古屋センター、福井地域センター

協議会名
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２．食品産業の動向

食品製造業は地域経済の１割を占める主要な産業

（１）食品製造業の動向

北陸地域の食品製造業の従業員数は６万１千人で全製造業の13.1％を占めています。

また、出荷額は１兆1,206億円と同9.3％を占めており、地域経済を支える重要な役割

を果たしています（表２－３）。特に、米菓製造業の出荷額は全国の出荷額の59.1％（新

潟県のみで、57.7％）を占めています（図２－１）。

表２－３ 北陸管内の食品製造業の推移 （単位：千人、百億円、％）

資料：平成23年は、総務省「平成24年経済センサス-活動調査結果（製造業）（産業編）」、18年は、経済産

業省「工業統計表（産業編）」

注：1) 調査対象は、従業者４人以上の事業所である。

2) 食品製造業は、食料品製造業及び飲料・たばこ・飼料製造業である。

3） 平成23年と平成18年は調査主体が異なることから、単純な比較は出来ない。

図２－１ 全国の米菓製造業における北陸のシェア （出荷額、2011年）

資料：総務省「平成24年経済センサス-活動調査結果（製造業）（品目編）」

注：調査対象は、従業者４人以上の事業所である。

平成18年 平成23年

(2006) (2011)

全製造業 506 461 △ 8.9

うち食品 65 61 △ 7.2

構成比 12.9 13.1

全製造業 1,323 1,206 △ 8.8

うち食品 114 112 △ 1.7

構成比 8.6 9.3

区 分 対平成18年増減比

従業員数

出荷額

新 潟

57.7%

富 山

1.0%
石 川

0.1%

福 井

0.3%

北陸を除く全国

40.9%
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（２）外食産業の動向

ア．外食産業の現状

全国の外食産業市場規模（推計）は平成９（1997）年（約29兆円）をピークに減少に転

じ、15（2003）年以降は24兆円前後で推移しています（図２－２）。また、21（2009）年

度の外食産業（飲食店）の店舗数をみると、11（1999）年度に比べ全国ベースでは16.4％

の減少、北陸地域では15.2％の減少となっています（図２－３）。

図２－２ 外食産業市場規模の推移（全国）

資料：(公財)食の安全・安心財団 附属機関「外食産業総合調査研究センター」

図２－３ 外食産業（飲食店）店舗数の推移（全国、北陸）

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス基礎調査」

イ．中食産業の現状

北陸地域の中食産業の事業所数と製品出荷額は、おおむね横ばいで推移しています（図

２－４）。

図２－４ 北陸管内の主な中食の事業所数、製品出荷額の推移

資料：経済産業省「工業統計表 品目編」、総務省「経済センサス-活動調査結果（製造業）」
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（３）卸売市場流通の動向

卸売市場の取扱高は減少傾向

ア．卸売市場の整備及び取扱高の状況

（ア）卸売市場の整備

北陸地域の卸売市場数は、平成24（2012）年４月１日現在で中央卸売市場が３市場、地

方卸売市場が67市場となっています（表２－４）。

卸売市場の施設整備は、27年度を目標年度とする第９次卸売市場整備基本方針に即して、

国が定める中央卸売市場整備計画及び県が定める都道府県卸売市場整備計画に基づき、行

うこととなっています。

表２－４ 北陸管内の卸売市場数（平成24年4月1日現在）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び地方卸売市場等に関する調査」を基に北陸農政局作成

（イ）卸売市場の取扱高

24（2012)年における中央卸売市場の取扱数量（花きを除く。）は35万3千ｔとなってお

り、前年に比べ1.0％減となっています。品目別に21（2009）年（地方卸売市場に移行し

た富山市場を除く。）と比較すると、青果は4.7％減、水産物は9.1％減少しています。

また、23（2011）年の地方卸売市場の取扱数量（花き、水産物産地市場を除く。）は、

42万ｔと前年を16.1％上回りました。これは、富山市中央卸売市場が地方卸売市場に移行

したことによる増加で、富山市公設地方卸売市場を除くと減少(2.8%)しています。品目別

に20（2008）年と比較すると青果は2.2％の増加、水産物は3.4％増加していますが、これ

も富山市公設地方卸売市場の影響です。

中央卸売市場での取扱数量は全国的に減少傾向にありますが、これは国内の市場外流通

の増加や景気低迷に伴う取扱数量の減少等によるものとみられます（図２－５）。

図２－５ 卸売市場の取扱数量の推移

青果 水産物(消費地) 水産物(産地) 花き等

新潟県 12 8 6 4 3 39
富山県 1 1 7 0 4 15
石川県 1 0 7 2 7 20
福井県 2 2 4 0 4 14
計 16 11 24 6 18 88
全 　国 404 138 329 131 571 1,802

地方卸売市場
合計

その他

市場

中央卸売

市場

3 67 10

1
1

72

35
計 総合市場

1,159

9
12

5
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1

157

1
0 211
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資料：中央卸売市場年報及び地方卸売市場等に関する調査を基に北陸農政局作成

注：平成23(2011)年より、富山市中央卸売市場が地方卸売市場に転換。

イ．中央卸売市場の取引状況

（ア）委託集荷割合

委託集荷※による取扱額については、委託集荷原則の廃止を定めた16(2004）年の卸売

市場法改正以降、減少傾向にあります。北陸地域の中央卸売市場における24（2012）年度

の委託集荷割合は、前年比較すると青果は2.7ポイント減、水産は0.1ポイント減となりま

した。青果の委託集荷割合は、全国の下落率を上回る減少となっており、水産物は、地元

の新鮮な魚介類を漁獲した当日集荷・販売するために、福井市場や金沢市場などで通常の

せりの後に行う二番せりなどの集荷の取組を行っているものの、依然として全国平均を大

きく下回っています（図２－６）。

図２－６ 委託集荷割合の推移（金額ベース）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び事業報告書」を基に北陸農政局作成

※ 委託集荷とは、卸売業者が出荷者からの販売委託を受けて行う集荷方法
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（イ）せり・入札割合

せり・入札原則の廃止を定めた11(1999）年の卸売市場法改正により、中央卸売市場ご

とにせり・入札を行う品目やその割合を定めることができることとされ、せり・入札によ

る取引は、相対取引が増加しているため、全国的に減少傾向にあり、北陸地域におけるせ

り・入札取引は、24(2012)年度は、前年と比較すると、青果は1.9％減、水産は0.9％減と

なっています（図２-７）。

図２－７ せり・入札割合（金額ベース）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び事業報告書」を基に北陸農政局作成

（４）食品リサイクルの推進等の食品環境対策

ア. 食品リサイクルの推進

食品関連事業者による食品廃棄物の発生抑制、減量（乾燥等）、再生利用（肥料化、飼

料化等）を促進するため、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサ

イクル法）に基づき、平成14(2002)年度から、食品関連事業者への調査点検、指導等を

実施するとともに、平成19(2007)年度からは食品関連事業者の業種別に全国実施率目標

（その業種全体での達成が見込まれる目標：食品製造業85％、食品卸売業70％、食品小

売業45％、外食産業40％）を設定し、事業者への普及・啓発及び取組状況の点検に取り

組んでいます。

25（2013)年度は北陸管内の186事業者について、食品廃棄物の発生量等に関する点検

等を行うとともに、多量発生事業者（年間発生量100トン以上）からは、その取組状況に

ついて報告を受け、更なる取組の促進について指導等を実施しました（表２－５）。

イ. 容器包装リサイクルの推進

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（容器包装リサイクル

法）に基づき、容器包装廃棄物の減量化や再資源化を促進するため、平成11（1999）年度

から農林水産関連事業者への調査点検・指導を実施しています。25（2013）年度には北陸

地域の47事業者について点検・指導を行い、同法の啓発指導をはじめ、再商品化義務事業

者の該当有無を確認し、必要に応じ所要の改善指導等を実施するとともに、飲食料小売業

の容器包装多量利用事業者（前年度容器包装を用いた量50トン以上）からの国への定期報

告の受理・確認を行いました(表２－５)。

容器包装リサイクルの推進にあたっては、事業者に対して啓発指導を実施していますが、

中小規模の事業者を中心に容器包装リサイクル法の認知度が低い状況が見受けられること

から、容器包装リサイクル制度研修会を開催することと併せて、消費者に対しても容器包

装リサイクル法のＰＲを行い、認知度を高めていく必要があります。
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表２－５ リサイクル調査点検指導の実施状況

資料：北陸農政局調べ

注：1) 件数には廃業・再点検数を含む（2014年３月末現在)。

2) 累計はそれぞれ食品リサイクルは2002年度から、容器包装リサイクルは1999年度からの

累計件数

ウ．食品工場等の省エネルギーの推進

地球温暖化対策の一層の推進には、エネルギー消費量が大幅に増加している業務・家庭

部門における省エネルギー対策を強化することが重要です。

そのため、北陸農政局においては、関係する地方経済産業局と連携し、エネルギー使用

の合理化への取組を推進するため、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下、

省エネ法という。）に基づき、食品関連事業者に対し、定期報告書の内容や工場現地調査

結果を踏まえた指導等を行っています(表２-６)。

平成25(2013)年度においては、省エネ法に基づき指定された特定事業者及び特定荷主か

ら提出された定期報告書を評価し、改善に必要な事項について指導を行いました。

また、工場現地調査は、製造業の１事業者が該当し、関係する経済産業局と連携の上、

改善に必要な事項について指導を行いました。

省エネ法においては、特定事業者は省エネルギーを推進するエネルギー管理統括者4)等

を選任し、エネルギーの使用の合理化に努めなければなりません。今後とも、定期報告書

の評価等を通じ、特定事業者等の省エネルギー意識の向上に努めていく必要があります。

点検件数 累　　計 点検件数 累　　計
北　陸 186 11,296 47 13,051
新潟県 78 5,175 14 5,818
富山県 36 2,170 16 2,749
石川県 36 2,286 11 2,477
福井県 36 1,665 6 2,007

食品リサイクル 容器包装リサイクル
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資料：北陸農政局調べ

表２－６ 省エネ法に基づく特定事業者、エネルギー管理指定工場並びに特定荷主

注：1)特定事業者とは、設置しているすべての工場等における原油換算エネルギー使用量の合計

値が年間1,500kl以上である事業者。

2)第一種工場とは、原油換算エネルギー使用量年間3,000kl以上、第二種工場は同1,500kl以

上3,000kl未満のエネルギー管理指定工場。

3)特定荷主とは、自らの事業活動に伴って貨物輸送を委託している量（自ら輸送している量

も含む。）が年間3,000万トンキロ以上の事業者。

4)省エネ法においては、事業の実施を統括管理する者としてエネルギー管理統括者、エネル

ギー管理統括者を補佐する者としてエネルギー管理企画推進者、現場監督としてエネルギー

管理者の選任を義務付けている。

5)表に示す特定事業者数及び工場数は、該当県の特定事業者が設置する工場数であり、食品

関連事業者以外も含む。

第一種工場
2)

第二種工場
2) 計

北陸 620 383 368 751 4

新潟県 219 145 121 266 3

富山県 157 111 92 203 1

石川県 137 59 97 156 -

福井県 107 68 58 126 -

エネルギー管理指定工場
特定荷主

3)
特定事業者

1)
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３．食料消費の現状と食育の推進

（１）食生活の変化が引き起こす様々な問題

昭和55（1980）年頃の我が国の食生活は、栄養バランスの点で理想的と評価されていま

した。その後、減少傾向にあった米の消費量は更に減り、畜産物や油脂類の消費量が増加

しました。このような食料消費構造の変化が、我が国の食料自給率が大きく低下した原因

の１つとなっています。さらに、今日の食生活は栄養バランスの崩れや食習慣の乱れなど

によって、肥満や生活習慣病につながりやすいものとなっています。食生活の変化は食料

自給率の低下ばかりでなく、日本人の健康にも波及しています(図２－８)。

図２－８ 食生活の変化と食料自給率
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（２）北陸地域における食育の取組

日本人の食生活は、社会経済構造の変化や国民の価値観の多様化等に伴い、かつての米

を中心とした多様な副食からなるいわゆる「日本型食生活」を基本としたものから、個人

の好みに合わせたものへと変化しました。その中で、「食」を大切にする心や優れた食文

化が失われつつあるとともに、脂肪の過剰摂取等の栄養の偏り、朝食の欠食に代表される

ような食習慣の乱れに起因する肥満や生活習慣病の増加、過度の痩身志向といった様々な

問題が生じています。

これらを背景に平成17（2005）年に「食育基本法」が制定されました。これに基づき18

（2006）年には「食育推進基本計画」が策定され、５年間にわたり国民運動として取組を

進めました。また、23（2011）年３月に策定された「第２次食育推進基本計画」では、食

育を単なる周知にとどまらず、実践段階へと移行させるため、生涯にわたって間断なく食

育を推進する「生涯食育社会」の構築を目指すとともに、食をめぐる諸課題の解決に資す

るよう推進していくこととしました。

北陸農政局では、健全な食生活の実践や農林漁業体験を通じた自然の恩恵や食に関わる

人々の様々な活動への理解を促進するため、以下のような取組を実施しました。

ア．多様な関係者と連携した食育の推進

各方面で食育に取り組む様々な関係者相互

の情報交換や連携・協力によって北陸地域に

おける食育を推進するため、平成18（2006）

年、「食育ネットほくりく」を構築しました（図

２－９）。同ネットには25（2013）年度末現在

で446団体・個人が加入しており(表２－７）、

ホームページやメールマガジン等インターネ

ットを活用した情報提供のほか、会員相互間

の交流を促すために「食育ネットほくりく」

交流会を、毎年度、北陸農政局と管内各地域センターにおいて開催しています。

石川県では、「農業体験をとおした食育の実践と、様々な活動と連携した食育の推進に

ついて」をテーマに講演とパネルディスカッションを開催しました（25（2013）年11月27

日）。

｢食育ネットほくりく」交流会の様子（石川県）

表２―７「食育ネットほくりく」

県別会員数

(団体・個人)2014年3月末現在

図２―９

新潟県 96 件
富山県 105
石川県 164
福井県 81
計 446
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イ．「日本型食生活」の普及

日本の気候風土に適した米（ごはん）を中

心に、魚や肉、野菜、海藻、豆類などの多様

なおかずを組み合わせて食べる「日本型食生

活」は、栄養バランスに優れているだけでは

なく、各地で生産される農林水産物を多彩に

盛り込んでいるのが特徴です。

北陸農政局では「日本型食生活」の普及を

目指した取組として、バランスの良い食事や

食生活指針等のパネルを作成し、食や農に関

するイベントの際に開設した「移動消費者の

部屋」等において展示し、多くの方々に日本

型食生活をＰＲしました。

また、一般の方を対象とした日本型食生活等アンケート調査を実施しました（回答者数

1,310人）。「普段の食事で気をつけていること」(複数回答可）という設問では、「野菜を

多く食べる」が24.8％、「栄養のバランス」が19.3％、「塩分のとりすぎ」が12.4％、「脂

肪のとりすぎ」が9.7％でした(図２－10)。

男女別年代別でみると、「塩分のとりすぎ」と答えた人の割合は、男女ともに年代が上

がるとともに高くなる傾向がありますが、「脂肪のとりすぎ」と答えた人の割合は、女性

より男性の方が高く、特に30代～50代で高くなっています。

また、「食べ残し、廃棄をなくす」と答えた人の割合は、10代、20代では男女ともに20

％前後と高く、男性では30代以上の年代でも15％前後と比較的高い割合を示しているのに

対し、女性では10％前後に低下し、その代わり「地産地消」と答えた人が10％前後の割合

を占めていることが特徴的でした(図２－11、図２－12)。

「食育の日のイベント」（アオーレ長岡）
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資料：北陸農政局調べ

図２－10 日本型食生活アンケート結果

設問 普段の食事で気をつけていることはなんですか？（複数回答）

図２－11 男性 年代別

図２－12 女性 年代別

栄養のバ

ランス 19.3

野菜を多く

食べる

24.8

脂肪のとり

すぎ 9.7

塩分のとり

すぎ 12.4

カルシウ

ムをとる

6.8

地産地消

8.1

食べ残し、

廃棄をなく

す 13.6

行事食や

伝統料理

を作る 2.7
その他 1.0

特に気を

つけてい

ない 1.6

単位：％

単位：％

単位：％
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ウ．「教育ファーム等農林漁業体験」の取組の推進

農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生産現場に対する関心や理解を深めるだけ

でなく、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることや食に関わる人々の様々な

活動に支えられていること等を理解する上で重要です。

このため、「第２次食育推進基本計画」においては、農林漁業体験を経験した国民の割

合を、平成27（2015）年度までに27％から30％以上に増やすことが目標としてあげられま

した。

また、25年６月に閣議決定された「日本再興戦略」においては、その割合を５年後の30

（2018）年に35％とすることを目標として、食や農林水産業への理解増進を図ることとさ

れました。

北陸農政局では、子供から大人まで幅広い層の方々に教育ファーム*等農林漁業体験へ

の参加を促すため、取組主体の活動内容を調査し、ホームページで紹介しています。

また、取組主体等が必要とする情報を容易に知ることができるよう、北陸管内全市町村

の情報提供窓口（担当課）のほか、技術的な支援を行うサポーターが登録されている各県

の担当窓口及び支援機関を北陸農政局のホームページで紹介しています。

◎「教育ファーム」の事例

・地域の小中学校における農林漁業と教科を関連づけた事例

【白山市立松南小学校】

３年生の国語では、大豆が豆腐に加工されることなど様々な食べ物が姿を変えるこ

とを説明した教材で学習します。この学習に関連づけ、実際に大豆を栽培し、豆腐へ

の加工を行うことで、児童の農林水産業や食への理解を深めています。

・地域における企業の農林漁業体験の実践事例

【新潟県総合生活協同組合】

新潟市在住の小学生の親子100名程度が参加し、新潟市食育・花育センター内のほ

場で枝豆、里いも、大根等９種類の野菜について、植え付けから収穫まで一連の農

作業を体験し、野菜を作る喜びや食べる楽しみ、農地の果たす役割、農業従事者の

抱える高齢化問題等について、参加者の理解を深めています。

*「教育ファーム」とは、自然の恩恵や食にかかわる人々の様々な活動への理解を深めること等を目的として、農林

漁業者等が生産現場に消費者を招き、一連の農作業等の体験の機会を提供する取組をいう。

教育ファーム等農林漁業体験の様子 （左：石川県 右：富山県）
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エ．食育月間及び食育の日の取組

「第２次食育推進基本計画」では、毎年６月を「食育月間」、毎月19日を「食育の日」

と定め、国民の食育に対する理解を深め、食育推進活動への参加を促し、その一層の充実

と定着を図ることとしています。

北陸農政局では、「食育月間」の取組として、とくだねe～講座「気をつけてますか？毎

日の食事」を管内各地で開催しました。また、一般消費者を対象に「食育現地見学会～生

産現場からの食育の発信～」を開催し、規格外

トマトを活用して、ヒット商品を開発した農業

協同組合や、農業経営だけでなく食育活動をと

おして命の大切さを子どもたちに伝えている農

業経営者を訪問し現場の方々と意見交換を行い、

食に関する知識を深めました。

さらに、公共施設や各種イベント会場におい

て「移動消費者の部屋」（管内８か所）の開設や、

パネル展示等（管内17か所）を行い、消費者と

の交流を図るとともに「日本型食生活」の普及

等食育関連情報を幅広く提供しました。

毎月の「食育の日」の取組としては、働き盛りの方や若者世代を対象に、管内の企業や

大学等の食堂施設の各テーブルに卓上メモを設置し、「日本型食生活」の普及、米の消費

拡大、地産地消の推進等食育関連情報を提供しました（管内48か所）。

「食育現地見学会」の様子 （石川県）

企業・大学等の食堂における卓上メモの

設置（福井県）

｢食育月間」における「移動消費者の

部屋」（新潟県）
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トピックス － 大手町小学校「食糧その日」－
新潟県上越市の大手町小学校では、毎年５年生が「食糧その日」という宿泊体験

学習に取り組んでいます。
これは、「食料の輸入がストップしたらどうなるか」、「雪深い地域でもしも交通

がストップしたらどうなるか」、「自分たちで収穫したものだけでひと冬過ごさなけ
ればならなくなったらどうなるか」等、「食」や「生活」に関わる課題について、
子供達の生活と結びつけ、実体験しながら学びを深めたいという願いから誕生した
取組です。

25 年度は５年生の児童（42 名）が、「日本の食を見つめよう」をテーマに、彼ら
が春から秋にかけて校庭で育てた野菜やコメなどの限られた食料だけで、冬の間
（120 日間）を生きていかなければならないとの想定で、１泊２日、学校で過ごし
ました。 １日分（３食分）の食料は、児童達が収穫したコメ、サツマイモ、大根
菜など、一人一人に割り当てられる量コメが 22 ｇ、野菜が 81 ｇで、調味料を合わ
せても 40 ～ 60kcal 程度です。５年生の１日当たり標準摂取カロリーは 2,000kcal 程
度なので、通常の 40 分の１程度の計算です。このため、２日目の朝には空腹でぐ
ったりして、起き上がれない児童もいます。

この取組は、「食」や「生活」を見つめ直し、これからの自分を考えること、「食」
の大切さを体験することで生きるための「食」、健康維持のための「食」に対する
考えを深めること、日本の「食」「農業」に対する考えを深めることなどを目的に、
５年生が一年を通して「日本の食料」について考える授業の一環として行われてい
ます。
児童達は、春から「食糧その日」をどのように取り組むのか、生徒同士で話し合

いを始めます。その過程で、毎日の食卓のこと、食卓に上る食べ物がどこから来る
のか、どこで作られるのか、誰が作っているのかなど「食」について見つめ、考え
ていきます。そして、「食糧その日」での体験を踏まえ、食べ物に対する自分なり
の考えを持つようになります。
この取組を終えた児童達の感想は、「食があることは幸せなこと」、「毎日食べら

れることに感謝」といった食べ物の大切さを実感したというものをはじめ、「農業
を続けていくのは大変」、「農業は誰かがやってくれると思っていた」、「これからも
農業について考えていきたい」、「自分でもできることをやりたい」など、農業の現
状に対するもの、「安全性、国産、外国産など自分の意思で食べ物を選びたい」、「お
金がなくて輸入もできない国がある」など、食料事情に関するものもあります。

２日目の朝の様子：多くの生徒が、

空腹でぐったりしています。

一食分の食事：班により献立が異な

ります。
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(つづき)

また、児童の保護者からは、「食べ物が豊富な時代で、このような体験はとても
貴重」、「親自身も食に感謝しなければと強く感じた」、「これからの生活にどのよう
に活かしていくのか楽しみ」と、子どもだけでなく保護者にとっても食を見直すき
っかけになっているようです。
さらに、「食糧その日」を終えた児童達は、買い物の際に産地を気にするように

なったり、給食のよそい方を工夫するなど食べ物を大切に扱うようになったり、ま
た、卒業後も進学先の中学校で率先して完食を実践したりするなど、「食糧その日」
の経験は、その後の生活にも影響を与えているようです。
大手町小学校が初めて「食糧その日」に取り組んだのは昭和 61 年でした。その

後、学校、家庭、地域の理解と協力により 30 年近く継続されており、学校の伝統
行事として定着しています。


